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経済界が政府・自治体・大会組織委員会等と連携して、
東京2020大会のムーブメントと、その後に残るレガシーづくりを推進

オリンピック・パラリンピック等経済界協議会

会 長 トヨタ自動車 豊田社長

事務局 トヨタ自動車、パナソニック、NTT、NEC、富士通

参画企業 約100社

経済同友会
会員 約1,500人

日商・東商
会員 約124万社

経団連
約1,500社

経済界一丸となったムーブメント作り

活動回数(累計) 参加企業数(累計) 連携自治体数(累計)
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レガシーテーマ/メガプログラム
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THEME1

スポーツ
THEME2

バリアフリー
THEME3

日本の魅力
THEME4

復興・次世代育成

THEME5

テクノロジー

企業対抗パラスポーツ大会『Office de Boccia』
障がい者と健常者がスポーツを通じて交わることで、
真の共生社会の実現を目指すプログラム。
計1,268団体／約8,500名参加（2019年まで累計）

企業合同物産展『JAPAN市』
地域の魅力を発信し、ヒト・モノ・文化の交流を促し、
日本全国の賑わい創出を目指す。
計478社／1,917名参加（2019年まで累計）

2020企業人ボランティア『SUPPORT CAST』
東京商工会議所と連携し、東京2020大会期間中
に、混雑が想定される都内主要駅にて実施する予定
の 、企業人によるおもてなし・ボランティア活動。

『バリアフリーマップ作成支援』
障がい者・高齢者等へのバリア情報を、継続的に収
集・発信し、提供できる仕組みを普及させることで、
誰もが不安なく生活できる情報環境を整備する。

美化活動『KEEP THE STADIUM CLEAN』
2019RWCや東京2020の競技会場がクリーンに保
たれ、日本の街がキレイになる、そんな未来を目指す。
2019RWCでのゴミ袋配布：約40.8万枚

『COUNTDOWN SHOWCASE』
最先端技術を一堂に集め、一連のストーリーで体験
できる企業合同技術展示会。
inTOKYO(2019)：約50万人来場



「誰もがバリアを感じない社会」の実現を目指すワーキング。

THEME2：バリアフリーワーキングの活動
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バリアフリーマップ作成支援 心のバリアフリー 異文化教室

20回／20自治体・15か国連携109回／約16,000名参加61回／約1,900名参加

参加企業：16社



目的：障がい者・高齢者等へのバリア・バリアフリー情報を、継続的に収集・発信し、
情報を必要とする人に提供できる仕組みを普及させることで、誰もが不安なく生活できる
情報環境を整備する。

バリアフリーマップ作成支援の取り組み

・「歩行空間ネットワークデータ整備仕様」に
準拠した全国統一の基準。

・自治体職員、市民、学校、地域団体等と
連携し多数の地域ボランティアが参加。

大分市「おおいたマップ」
https://www2.wagmap.jp/oitacity/

①収集

②オープンデータ化

③利活用

・G空間情報センターやオリパラ等経済界協議会サイト等で誰で
も無償で利活用ができるオープンデータとして公開。

・2019ラグビーワールドカップ観客向けにデジタルデータをベース
にした紙のバリアフリーマップを制作、37主要駅・8空港に設置、
約20万部を配布。

・自治体が提供する市民向けデジタルマップに掲載。

・バリアフリーマップ「ジャパンウォークガイド」を東京2020観客向け
に提供を検討中。
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https://www2.wagmap.jp/oitacity/


①収集 活動実績

参加者数(のべ) 活動回数会場数データ数リンク総距離

約1,900名 約700km 約18,800 51会場

90駅

61回

2019ラグビーワールドカップ
・札幌ドーム
・釜石鵜住居復興スタジアム
・熊谷ラグビー場
・東京スタジアム
・横浜国際総合競技場
・小笠山総合運動公園エコパスタジアム
・豊田スタジアム
・東大阪市花園ラグビー場
・神戸市御崎公園球技場
・東平尾公園博多の森球技場
・熊本県民総合運動公園陸上競技場
・大分スポーツ公園総合競技場

東京2020
・札幌大通公園
・札幌ドーム
・宮城スタジアム
・福島あづま球場
・茨城カシマスタジアム
・さいたまスーパーアリーナ
・埼玉スタジアム2002
・霞が関カンツリー俱楽部
・オリンピックスタジアム
・東京体育館
・国立代々木競技場
・日本武道館
・東京国際フォーラム
・国技館
・有明アリーナ
・有明体操競技場
・有明アーバンスポーツパーク
・有明テニスの森
・青海アーバンスポーツパーク
・海の森クロスカントリーコース
・海の森水上競技場

・夢の島公園アーチェリー場
・東京アクアティクスセンター
・東京辰巳国際水泳場
・お台場海浜公園
・潮風公園
・大井ホッケー競技場
・カヌー・スラロームセンター
・馬事公苑
・武蔵野の森総合スポーツプラザ
・東京スタジアム
・武蔵野の森公園
・陸上自衛隊朝霞訓練場
・幕張メッセ
・釣ヶ崎海岸サーフィンビーチ
・横浜スタジアム
・横浜国際総合競技場
・江ノ島ヨットハーバー
・伊豆ベロドローム
・伊豆MTBコース
・富士スピードウェイ

6



①収集 ～ ②オープンデータ化
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データクレンジング

座学

情報収集

・障がい当事者による心のバリアフリー講話(街
のバリアや困りごと、サポートの方法等)

・概要説明、ツールの使い方説明、注意事項等

・「歩行空間ネットワークデータ整備仕様」に対
応した情報収集ツールを利用した、リンク情報
(歩道の傾斜・段差等)、設備情報(ユニバーサ
ルトイレの仕様等)の調査登録

振り返り ・心のバリアフリー講話、情報収集を通した気づ
きや感想等の相互共有

・登録モレの追加収集、計測ミスによる異常
値の修正等

オープンデータ化 ・データ形式の変換

・G空間情報センター等での公開
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③利活用 2019ラグビーワールドカップ

2019RWC組織委員会と連携し、デジタルで収集したバリアフリー情報をベースに、全12
会場の「紙のバリアフリーマップ」を制作。

各会場周辺および関連駅・空港での手配りと設置で、観客向けに合計20万部配布。

https://kyougikai2020.jp/download/#MAP

https://kyougikai2020.jp/download/#MAP
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③利活用 東京2020

（開発：NTT）

収集したバリアフリー情報を掲載するバリアフリーマップ「ジャパンウォークガイド」を
オリンピック・パラリンピック等経済界協議会から提供予定。

※提供開始時期等は検討中



自治体との連携事例（大分市）
市民参加による継続的なバリアフリー情報収集
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経済界協議会

自治体(県、市)

地域企業

社会福祉協議会等

自治体(市)

地域企業

自治体(市)

地域企業

市民

経済界協議会

自治体(県)

地域企業

2018年5月 2019年1月 2019年3月 2019年8月

大分ドーム、大分駅周辺
50名参加

別府駅周辺
45名参加

市役所周辺
9名参加

市内繁華街等
30名参加

2019ラグビーワールドカップに向けたオリパラ等経済界協議会との連携から、毎年多くの
車いすユーザーを迎える「大分車いすマラソン」に向けたバリアフリーマップの整備を目的とし
た、小学生も参加する市民との取り組みに。今後も市内での継続的な実施を予定。

収集したデータは「おおいたマップ」に掲載し市民に提供中。

2019ラグビーワールドカップに向けて 大分車いすマラソンに向けて

着火 自走



自治体との連携事例（渋谷区）
中学校授業内でのバリアフリー情報収集
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渋谷区立代々木中学校で令和2年度に実施の、街づくりについて学ぶアクティブラーニン
グ「シブヤ科」授業内で生徒が国立代々木競技場周辺のバリアフリー情報を収集。

後日のプレゼン大会で、『安全で快適な道路空間』、『快適な交通環境の整備』のテーマ
で学習した内容を発表した。

障がい当事者の心のバリアフリー講話

国立代々木競技場周辺のバリアフリーを調査

https://shibuya.schoolweb.ne.jp/weblog/files/1320121/doc/29009/175684.pdf

https://shibuya.schoolweb.ne.jp/weblog/files/1320121/doc/29009/175684.pdf


デジタル
to

デジタル
デジタル

to
紙

自治体との連携事例（横浜市）
内閣官房 共生社会ホストタウン事業の活用
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地域の子供たちによる収集 (2020年12月 横浜市内・赤レンガ倉庫周辺)

オリパラ等経済界協議会が
デジタルマップで提供予定

横浜市が共生社会ホストタウン事業を活用して制作
大会機運醸成を目的に市民等に配布提供



メディア露出
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2018年5月29日
NHK 首都圏ネットワーク

https://youtu.be/0hi5lLkM-dw

2020年4月6日
宇賀なつみのそこ教えて！～最新技術を使った“バリアフリー・ナビプロジェクト”

https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg20523.html

メディアでの取り上げ オウンドメディアでの発信

バリアフリーマップの取り組みについて多くのメディアに露出

テレビ番組内、ニュース、新聞等で多数取り上げ

ホームページ・SNS他、
約100社の参加企業内での周知等

https://youtu.be/0hi5lLkM-dw
https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg20523.html
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【参考】 平成30年度 情報化促進貢献企業等表彰

国土交通大臣賞を受賞

国土交通省「歩行空間ネットワークデータ整備仕様」に準拠したNTT研究所のバリアフ
リー情報収集システムを用いてバリアフリー調査を実施するとともに、収集したデータを
「Ｇ空間情報センター」と本協議会のホームページにオープンデータとして公開し企業等
によるバリアフリーマップの作成を促進することにより、歩行空間の情報化の促進に貢献。

その他の受賞
・法務省 人権擁護功労賞特別賞(2017/12) ※心のバリアフリー教育活動に対して受賞



東京2020後のレガシー形成に向けて
振り返りと課題
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オリンピック・パラリンピック等経済界協議会では、2016年から2021年までの5年間、

会場を有する自治体がバリアフリーマップを整備するための支援活動を計61回実施。

のべ約1,900名のボランティア参加と、約700kmに及ぶ歩行空間の調査を行い、

2019ラグビーワールドカップでは約20万部の紙のバリアフリーマップを配布。

東京2020ではデジタルのバリアフリーマップ「ジャパンウォークガイド」の提供を予定。

その活動が5回のテレビ番組・多数の新聞で取り上げられ、また、国土交大臣賞を受賞。

しかしながら、連携した33自治体において、デジタルでのバリアフリー情報収集および

利活用が今後も継続されるか不透明。

大会後の更なるバリアフリーマップの浸透・レガシ化に向けては、

国からも各地方自治体への継続した積極的な働きかけ、推進施策の実施が必要。



2019年1月8日 朝日新聞2019年6月8日 朝日新聞デジタル

【参考】メディア報道(バリアフリー情報収集活動)
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伊豆市 2017年7月21日 静岡
新聞

千代田区 2017年8月18日 日本経済新聞実践女子大（渋谷エリア）
2017年7月21日 NIKKEI ASIAN REVIEW

大阪市 2017年9月11日 NHK
大阪

【参考】メディア報道(バリアフリー情報収集活動)



2017年11月27日 読売新聞千代田区 2017年11月15日 東京新聞

千代田区
2017年11月18日
毎日新聞
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【参考】メディア報道(バリアフリー情報収集活動)



大分県 2018年5月28日 NHK大分・OBS
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2018年5月29日 毎日新聞

2018年5月29日 大分合同新聞

【参考】メディア報道(バリアフリー情報収集活動)


